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名称 新生信託銀行株式会社

英文名称 Shinsei Trust & Banking Co., Ltd.

設立年月日 1996年11月27日

本店所在地
〒103-0022
東京都中央区日本橋室町二丁目4番3号 日本橋室町野村ビル

代表取締役社長 栗原美江

営業所 本店のみ

資本金 50億円

発行済株式数 100千株

株主 株式会社SBI新生銀行(保有株式数 100千株、保有割合 100％）

URL https://www.shinseitrust.com/

登録金融機関業務 / 関東財務局長（登金）第22号

日本証券業協会加入



INTERIM REPORT 2023       1

皆さまには、平素より新生信託銀行をお引き立ていただき、

誠にありがとうございます。

当社は、SBI新生銀行グループの一員として、資産の流動化・

証券化業務の分野において、高い専門性を駆使して、お客さま

のニーズに的確かつ迅速に応えるユニークな信託サービスをご

提供しております。

当中間期におけるわが国経済は、世界的なインフレ圧力の高

まりから物価上昇が続いているものの、インバウンド需要の回

復や社会・経済活動の正常化の進展により緩やかな成長が続い

ております。このような状況下、当社は、不動産ノンリコース

ローンの流動化案件、住宅ローン債権の流動化案件、海外債券

のリパッケージ案件、不動産信託受益権の媒介業務などを中心

にお客さまのニーズに応じた多様な信託サービスの提供を続け

てまいりました。

当中間期の業績としましては、経常収益1,031百万円（対前年

同期比218百万円増加）、経常利益377百万円（同148百万円増

加）となり、信託財産残高は前年度末比で3,242億円増の4兆906

億円となりました。

また、個人向け信託商品については、従来の「パワートラスト」に加えて、2023年4月より「パワートラ

ストNeo」の販売を開始しております。新商品である「パワートラストNeo」は多くのお客さまにご好評いた

だきまして、2023年12月20日時点で申込額450億円を突破いたしました。今後も、個人向け商品のライン

ナップの拡充を推進していくともに、個人投資家の皆様のニーズに的確に応える信託サービスの提供に努め

ていきます。

当社は、先駆的・先進的金融機能を提供していくSBI新生銀行グループの一員として、既存業務への注力

のみならず、新規のお取引先様の開拓やビジネス領域の拡大を積極的に進めていくとともに、グループ各社

との連携・価値共創を通じて、先進的な信託サービスの提供を実現していく所存です。

お客さまから信頼を託される「フィデューシャリー」として、SBIグループに浸透する「顧客中心主義の

徹底」の理念のもと、高い倫理観と専門性に基づき、先駆的なマインドをもってお客さまや社会のニーズの

変化に柔軟かつ積極的に対応するべく日々挑戦し、託された信頼に誠実に応えてまいります。本誌を通じ、

新生信託銀行について一層のご理解をいただけますと幸いです。
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当社は、金銭債権及び不動産を中心とした流動化・証券化に対する受託を主たる業務とし、信託ビジネ

スを展開している信託銀行です。  

 

中小企業者等からの借入条件の変更等の相談・申込みに対しては、COVID-19感染状況に伴う影響も配慮

しつつ、受託者として受益者の意向も踏まえつつ真摯に対応し、必要に応じて経営指導や助言を行うよう

努めております。また、信託を利用した資金調達により、中小企業者等が財務の健全性を維持しつつ、事

業の拡大を進めていくための支援を行っております。  

 

地域の活性化を支援する取組としては、例えば、信託を使った太陽光発電事業の推進が挙げられます。

当社は、全国20カ所以上の太陽光発電事業の信託業務に携わっていますが、その多くが都市部以外の地域

で、民間企業や地方公共団体等が所有する遊休地の活用を図るものであり、そのなかには、東日本大震災

で被災した地域も含まれております。また、バイオマス発電事業、風力発電事業等の再生エネルギー事業

への取組ならびに太陽光発電設備の受託も行っております。加えて、地域金融機関への信託機能提供等に

よるサポートを行ってまいります。  

 

近年、都市部での高齢者人口増加に伴う介護施設不足が深刻化し、地方の介護施設への役割期待が高

まっているなか、当社は、全国各地で地域に密着した高齢者介護施設（有料老人ホームやサービス付高齢

者向け住宅）の受託、同受益権の媒介ならびに同施設へのファイナンスにおけるシンジケーションのため

の信託機能提供を進めております。SBI新生銀行では、医療・ヘルスケアを重点分野の一つと位置付けて

おりますが、当社もグループの一員として、これまでに蓄積した専門的なノウハウを活用・提供し、地域

におけるヘルスケア事業の発展に貢献してまいります。   

  中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況 
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  業績の概要 

金融経済環境

事業の経過および成果

当中間会計期間における世界経済は、主要国・地域でインフレ抑制に向けた金融引き締めが継続したこ

と、加えて中国経済の減速や地政学リスクへの警戒感の高まり等もあり、マクロ経済環境を巡る不確実性が

大きい状況が続きました。一方で、堅調な雇用市場やサービス消費に支えられ、総じて見れば底堅さを維持

しているとみられます。日本経済は、物価上昇に伴う家計の実質所得減少が個人消費回復の重石になったも

のの、社会・経済活動正常化の進展やインバウンド需要の回復、賃上げ率の上昇等により、緩やかな成長が

継続しているとみられます。  

米連邦準備制度理事会（FRB）は、2023年5月および7月の米連邦公開市場委員会（FOMC）において、それぞ

れ0.25％の利上げを決定。直近の2023年9月のFOMCでは、政策金利を据え置きましたが、FOMC参加者の政策金

利見通しは、2023年末までの追加的な利上げを示唆しました。一方、2023年4月より植田総裁による新体制と

なった日本銀行は、7月の金融政策決定会合において、長短金利操作（イールドカーブ・コントロール）の運

用を柔軟化することを決定し、指値オペを実施する長期金利（10年物国債金利）の利回りを1.0％に引き上げ

ました。  

金融市場を概観しますと、債券市場では、米国の長期金利（10年債利回り）は、米国の底堅い経済・雇用

情勢を背景とする、引き締め的な金融環境の長期化観測等により、概ね上昇基調で推移し、2023年9月末には

4.6％程度となりました。一方、国内の長期金利は、7月後半までは概ね0.4％台で推移しましたが、日本銀行

による、長短金利操作の運用柔軟化以降は、大幅に上昇し、2023年9月末には0.7％台となりました。  

為替市場では、日本銀行と米欧中央銀行の金融政策の方向性の違いが意識されるもとで、主要通貨に対し

て円は減価しました。対米ドルの円相場は、2023年9月末に148円台（2023年3月末比約16円の円安・米ドル

高）となりました。  

株式市場では、日本の主要な株価指数は、2023年6月にかけて大幅に上昇し、その後は振れを伴いながらも

概ね横ばい圏内の推移となりました。  

当中間会計期間における我が国の経済は、社会・経済活動の正常化の進展やインバウンド需要の回復によ

り緩やかな成長が継続しています。また、日本銀行の政策を背景に国内金利も上昇局面となりました。一方

で、米国利上げ等を背景にした円安・米ドル高の動きは続いております。  

資産流動化市場においては、社会・経済活動の正常化、円安・米ドル高による海外投資家の投資拡大に伴

い、不動産取引を中心に堅調な推移が続いております。法人向けの信託ビジネスにおいては、サステナブル

ファイナンスやインパクトファイナンスなど、多様な資産を対象としたスキームへの対応が求められてきて

おります。

こうした状況下、当社は資産流動化を得意とする信託銀行として、顧客ニーズに応じたカスタムメイド

の信託サービスの提供を続けております。既存のお客さまとの信頼関係構築を努めると同時に、新規のお

客さまの開拓にも注力してまいりました。その結果、不動産ノンリコースローンの流動化案件、不動産信

託受益権の媒介案件、住宅ローン債権の流動化案件、海外債券のリパッケージ案件などを中心に堅調に

推移しました。  

また、当社では、個人向け信託商品「パワートラスト」の販売を行っております。2023年4月から販売開

始した新商品「パワートラストNeo」は多くのお客さまからご好評いただいており、2023年12月20日時点に

て、申込金額が450億円を突破いたしました。  

これらの取り組みにより、SBI新生銀行グループとしてファイナンス、信託受託、受益権の媒介といった収

益機会を得るとともに、各お取引先様からストラクチャードファイナンスにおける信託受託者として一定の

評価を獲得できています。  

上記の結果、当中間期の業績は、経常収益1,031百万円（前年同期比26.9%増）、中間純利益261百万円（同

64.9%増）となりました。詳細は「業績の概況」をご参照ください。  
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業績の概況

信託業務の状況

（経営成績） 

当中間期の経常収益は1,031百万円（前中間期比218百万円増加）、経常費用は653百万円（同69百万円増加）、

経常利益は377百万円（同148百万円増加）となりました。 

経常収益については、上記に記載した取り組みの奏功により、前中間期対比で増加となっております。また、経常費用

については、引き続き費用の抑制に努めているものの、人件費の増加等もあり、前中間期対比で増加となっております。  

以上に加えて、法人税等合計116百万円を計上した結果、中間純利益は261百万円（同103百万円増加）となりまし

た。 
   

（財政状態） 

当中間期において、総資産は10,121百万円（前中間期比1,386百万円減少）となりました。主要な勘定残高として

は、現金預け金が9,728百万円（同1,425百万円減少）となりました。  

純資産は、利益の組み入れにより9,451百万円（同493百万円増加）となりました。  
  

（キャッシュ・フローの状況） 

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは952百万円の支出（前中間期は576百万円の収入）、投資活動によ

るキャッシュ・フローは0百万円の支出（同11百万円の支出）、財務活動によるキャッシュ・フローは該当なし（同該当な

し）となりました。この結果、当中間期の現金及び現金同等物の残高は、期首残高から952百万円減少し、9,728百万円

となりました。  

当中間期の信託財産残高は、前中間期と比べて6,148億円増加し、4兆906億円となりました。  

信託業務別では、金銭信託以外の金銭の信託（特定金外信託）が2兆3,023億円（同4,617億円増加）、包括信託が

6,948億円（同1,492億円増加）、金銭債権の信託が5,550億円（同143億円増加）、土地及びその定着物の信託（不動

産信託）が3,757億円（同111億円増加）等となっております。  

（単位：百万円）
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  中間財務諸表  

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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0
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8
賞 与 引 当 金

11
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2022年9月期 （単位：百万円）

2023年9月期 （単位：百万円）

（単位：百万円）
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中 間 純 利 益

377

261

利益剰余金

中間キャッシュ・フロー計算書

－

その他利益
剰余金

当 中 間 期 変 動 額

当 期 首 残 高

158-
2,327 8,957

1,630

利益剰余金
合計

当 中 間 期 末 残 高

繰越利益
剰余金

3,957

利益準備金

9,190

繰越利益
剰余金

資本金

資本金

株主資本

261

△ 0

科目

229

261
中 間 純 利 益

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

9,451

2023年9月期

-

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

当 中 間 期 変 動 額 合 計

利益剰余金
合計

9,451当 中 間 期 末 残 高 5,000

2,560
当 中 間 期 変 動 額

9,1901,630

158-

261

5,000

158

261 261

その他利益
剰余金

純資産合計

8,799

2

5,000

利益準備金

株主資本
合計

261
当 中 間 期 変 動 額 合 計

158

株主資本

2022年9月期

8,957

4,190

10,589

小 計

減 価 償 却 費 1
固 定 資 産 処 分 損
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）
役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

158
158

158

中間株主資本等変動計算書

1,630

税 引 前 中 間 純 利 益

－

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 ( △ は 減 少 ）

△ 133

△ 1,098

そ の 他
資 金 調 達 に よ る 支 出

△ 36
△ 837

法 人 税 等 の 支 払 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 中 間 期 末 残 高

576
△ 115

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
0

5,000 1,630

－

当 期 首 残 高

261

0

△ 952
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 調 達 費 用
為 替 差 損 益 （ △ は 益 ）

資 金 運 用 に よ る 収 入

4,451

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

2,821

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額
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重要な会計方針

（2023年9月期）

 顧客との契約から生じる収益のうち、信託契約締結サービスの対価として受
領する信託報酬については、サービスの提供完了時点において履行義務が充
足されるものとして収益を認識しております。また、信託契約締結後の期中管
理サービスの対価として受領する信託報酬については、サービスの提供期間
にわたり履行義務が充足されるため、信託契約にて定める計算期間に応じて
収益を認識しております。
 なお、これらの対価の額には重要な変動対価の見積り及び金融要素は含ま
れておりません。

 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間貸借対照表上の
「現金預け金」のうち定期預け金以外のものであります。

 顧客との契約から生じる収益については、以下の５ステップに基づき収益
を認識しております。

　ステップ１：顧客との契約を識別する
  ステップ２：契約における履行義務を識別する
　ステップ３：取引価格を算定する
　ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

　　　顧客との契約から生じる収益の計上基準

３. 重要な収益及び費用の計上基準

４. 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

注記事項

　私は、当社の2023年9月期（2023年4月１日～2023年9月30日）に係る財務諸表について、財務諸表がすべての重要な点において適正に表示さ
れていることを確認いたしました。また、監査部の検証・報告を含め、財務諸表作成に係る内部統制が有効に機能していることを確認いたしました。

財務諸表の正確性、内部監査の有効性についての確認

2024年1月4日 代表取締役社長　栗原美江

 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しておりま
す。

8年から18年

（2） 無形固定資産

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞
与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する額を計上しております。

（1） 賞与引当金

２. 引当金の計上基準

その他の有形固定資産

（1）有形固定資産

１． 固定資産の減価償却の方法

 有形固定資産は、建物については定額法、その他の有形固定資産について
は定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しており
ます。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

4年から20年

建物

１.

２.

３.

（単位：千株）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係

当中間会計
期間

減少株式数

普通株式

58百万円

（中間貸借対照表関係）

 銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。
 剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第4項（資本金の額及び準備金
の額）の規定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に5分
の1を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上しております。
 当中間期における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額はありませ
ん。

（中間株主資本等変動計算書関係）

－

－

発行済株式

－100

合計 －

当中間会計
期間

末株式数

当中間会計
期間

増加株式数
摘要

 有形固定資産の減価償却累計額

100

発行済株式の種類及び総数に関する事項

－

当事業年度
期首株式数

100

100

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

－

 現金及び現金同等物の中間期末残高は、中間貸借対照表の現金預け金と同額で
あります。

 その他の資産には、保証金35百万円及び敷金47百万円が含まれております。
 また、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第2条により準用される信託
業法第11条の営業保証金供託義務並びに宅地建物取引業法第25条の営業保
証金供託義務に基づき、保証金のうち、35百万円を供託しております。

繰延税金資産

前受収益 百万円

賞与引当金

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額 百万円

１株当たりの純資産額 94,518 円 79 銭

１株当たりの中間純利益金額 2,618 円 65 銭

65

 当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用
する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8
月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果
会計の会計処理並びに開示を行っております。

 現金預け金、その他資産・負債のうち金融商品に該当するものは、短期間で決済さ
れるため、時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。その他に時
価評価の対象となる資産・負債の保有はありません。

36

79

20

（金融商品関係）

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下の
とおりであります。

金融商品の時価等に関する事項

-

22

65

（１株当たり情報）

△ 13

（税効果会計関係）
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  信託業務の状況 

（単位：百万円）

（注） 1．共同信託他社管理財産については該当ありません。
2．元本補填契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含む）については取扱残高はありません。

（単位：百万円）

（注） 貸付信託の取扱はありません。

（単位：百万円）

（注） 年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の取扱はありません。

（単位：百万円､かっこ内は構成比）

（注） 信託勘定の貸出金のうち、金銭信託等に係る貸出金残高です。
貸出金残高（科目別）以下、（契約期間別）、（担保種類別）、（業種別）、（使途別）、中小企業向け貸出　の各表も同様です。

（単位：百万円）

-

5 年 超 7 年 以 下 -

手 形 貸 付

74,051

(-％）

54,317

（ 構 成 比 ）
金 額

15,912

(％）

1 年 以 下
10,358

3 年 超 5 年 以 下 8,413

金 額

-

金銭信託等に係る貸出金残高（科目別）

金銭信託等に係る貸出金残高（契約期間別）

2022年9月期

5 年 以 上

9,666

2023年9月期

2023年9月期

2023年9月期

（100％）

2022年9月期

74,051

金 額

（100％）

14,713

（ 構 成 比 ）

(％）

44,814          

地 方 債

14,713
14,713

-
国 債

-
-

そ の 他 の 証 券

4,090,639      

-
14,713

土 地 及 び そ の 定 着 物 の 信 託

2022年9月期

合 計

-

2 年 以 上 5 年 未 満
1

そ の 他 の も の

8,621

割 引 手 形

（ 構 成 比 ）

（ 構 成 比 ）
-

（100.0％）

6,923

合 計

2023年9月期

7 年 超

89,002

364,621        
12,477          

3,475,808      

10,357          

74,051

15,739          14,724          

そ の 他 債 権

1,215,086      

540,723        
12,462          

2023年
9月期

2,302,309      

合 計

34,709

13,797
20,935

-

現 金 預 け 金
包 括 信 託

68,000          376,242        

12,178          

有 価 証 券 の 信 託

361,335        

社 債

1

545,596        

1 年 以 上 2 年 未 満 10,100

金銭信託等に係る有価証券の種類別運用残高

-

2022年9月期

2,594            金 銭 債 権 の 信 託
有 形 固 定 資 産

科目科目

88,085          
1,409,023      

（ 負 債 ）

有 価 証 券

2023年
9月期

394,285        

1 年 未 満

2022年
9月期

合 計

2022年
9月期

1,127,996      
特 定 金 銭 信 託

3,475,808      

金銭信託の信託期間別の元本残高

指 定 金 銭 信 託403,688        

合 計

信託財産残高表

90,645          

555,057        
動 産 の 信 託

362,332        

694,812        
375,797        

金 銭 信 託 以 外 の 金 銭 の 信 託

（ 資 産 ）

1,292,007      

14,942

金 額

1 年 超 3 年 以 下

89,002

89,002
(-％）

35,540

（100.0％）

22,965

596,726        

1,840,578      

-

無 形 固 定 資 産

38,511

合 計

金 銭 債 権

2,594            

貸 出 金

3,777

証 書 貸 付

-

-

4,090,639      
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（単位：百万円）

（単位：百万円､かっこ内は構成比）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注） 中小企業等とは、資本金3億円（ただし卸売業は1億円、小売業、飲食店、物品賃貸業等は5,000万円）以下の会社または
常用する従業員が300人（ただし卸売業、物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の会社及び個人です。

（単位：百万円）

（注） 年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の取扱はありません。

(-％）

地 方 公 共 団 体

貸 出 金 合 計

(-％）

(-％）

（ 構 成 比 ）

合 計

運 転 資 金

100.0%

74,051

-

-

-

（100.0％）
金 額

2023年9月期

合 計

（ 構 成 比 ）

商 品

金 融 ・ 保 険 業

( - )

小 計 1,000

2022年9月期

1,000

-そ の 他
- -
-

-
不 動 産 業

-

（100.0％）

(-％） (-％）

金銭信託等に係る貸出金残高（業種別）

債 権

（ う ち 劣 後 特 約 貸 出 金 ）

金銭信託等に係る貸出金残高（担保種類別）

-有 価 証 券

89,002

（ 構 成 比 ）

2022年9月期

88,765
金 銭 信 託

88,765

（ 構 成 比 ）

（100.0％）

74,05189,002

100.0%

103,716

2023年9月期

設 備 資 金

-

信 用

そ の 他

- -

保 証

-

比 率 （ ％ ） （ B/A )

2023年9月期

89,002

金 額

14,713

( - )

-

金銭信託等の種類別の貸出金および有価証券の区分ごとの運用残高

14,713

89,002 74,051

（ 構 成 比 ）

88,002

-

中 小 企 業 等 に 対 す る 貸 出 金 残 高 （ B ）

不 動 産

2022年9月期

(-％）
-

74,051
89,002

-

-

（100.0％）

（ 構 成 比 ）

金 額

2022年9月期

89,002 74,051

2023年9月期

貸 出 金

74,051

(-％）

89,002

14,713

-

74,051

合 計

金銭信託等に係る貸出金残高（使途別）

2022年9月期

89,002

金 額

各 種 サ ー ビ ス 業

-

金 額

74,051

有 価 証 券

103,716

金 額

有 価 証 券 合 計

2023年9月期

14,713

貸 出 金 及 び 有 価 証 券 合 計

総 貸 出 金 （ A ）

(-％）

合 計

金銭信託等に係る中小企業向け貸出

89,002 74,051

-

74,051
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  営業の状況 

（単位：百万円）

（注） 1.  国内業務は国内店の円建取引、国際業務は国内店の外貨建取引です。
2.  役務取引等収益には信託報酬を含みます。

4.  業務純益は「業務粗利益」から「一般貸倒引当金繰入額」及び「経費」を控除したものになります。
5.  実質業務純益は「業務純益」に「一般貸倒引当金繰入額」及び「信託勘定不良債権処理額」を加算したものになります。
6.  コア業務純益は「実質業務純益」から「国債等債権損益」を差し引いて算出したものになります。
7.  コア業務純益（投資信託解約損益を除く。）は「コア業務純益」から「投資信託解約損益」を差し引いて算出したものになります。
8.
　

（単位：百万円）

-

3

9,430

資 金 運 用 収 支 ・ 資 金 粗 利 鞘

-

-

-

- -

-

国
内
業
務

-

業 務 純 益

-

0

0.06%

3

3

9,432

資 金 運 用 収 支 ・ 資 金 粗 利 鞘
0.00%

-
3

利息

-

-

業 務 粗 利 益 率

-
-

229

3

377
コ ア 業 務 純 益

業 務 粗 利 益

平均残高

-

0

-

0.05%

う ち 有 価 証 券
1

0
0.05%

-

-

11

0

11,227 3

う ち 預 け 金

う ち 貸 出 金

11,227
-

-

-う ち 貸 出 金

-

0.00%

- -

3

-

3

9,432

-

-

-

10

資 金 運 用 収 支 ・ 資 金 粗 利 鞘

0

0

0.00% 1

0.05%

0.05%

資 金 調 達 勘 定 -

利息

3

う ち 貸 出 金
3 0.06%

う ち 有 価 証 券
3う ち 預 け 金 0.06%

30.06%
-

う ち 預 け 金

-

0.00%

-
資 金 運 用 勘 定

-

9,430

平均残高

-
資 金 運 用 勘 定

-

0

- -

0資 金 調 達 費 用

2023年9月期

0.06%

0.06%

資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘

利回り

11,226

0.00%

0.00%

10

0.05%

-資 金 調 達 勘 定

資金運用勘定平均残高

229

×100

国
際
業
務

-

-
3

229
229

16.22%
0

3

業務粗利益及び業務純益

国際業務

45

-
--

-

国内業務

特 定 取 引 収 益

役 務 取 引 等 費 用

767

0-

45

-
0

2022年9月期

実 質 業 務 純 益
377

-

767 964

0

-

-

377

そ の 他 業 務 収 益

-

964

0 -

-

11,226

-

そ の 他 業 務 費 用 -

-

そ の 他 業 務 収 支

0

961
810

0

-

特 定 取 引 費 用

-
67

特 定 取 引 収 支 -

3

810

-

役 務 取 引 等 収 支

-資 金 調 達 勘 定

-

-

2023年9月期2022年9月期

3

-

-

-

1,028

0資 金 運 用 収 益

国内業務

3資 金 運 用 収 支

国際業務

-

合計

764

0

合計

1,028

合
計

コ ア 業 務 純 益 （ 投 資 信 託 解 約 損 益 を 除 く 。 ）

3.

-

業務粗利益×年間日数／中間期中日数

377

 業務粗利益率＝

 2022年9月期及び2023年9月期において、「一般貸倒引当金繰入額」「信託勘定不良債権処理額」「国債等債権損益」「投資信託解約損
益」の計上はなく、「業務純益」「実質業務純益」「コア業務純益」「コア業務純益（投資信託解約損益を除く。）」の指標のいずれについても同
値となっております。

-
-

資 金 運 用 勘 定

利回り

0.00%

0

う ち 有 価 証 券

0.05%

-
- -

0-

-

17.18%

0

-
-

-

-

-

-

0.00%

3
3

67

0

0

0

-764 961

0

-

役 務 取 引 等 収 益

-

-

--

3
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（単位：百万円）

（注） 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、「利率による増減」に含めて表示しています。

（注）

※自己資本…純資産の部合計－新株予約権－少数株主持分　(ただし、新株予約権および少数株主持分はありません。)

（単位：百万円）

2023年9月期

受 取 利 息
△ 0

受取・支払利息の分析

538

総 資 産 当 期 純 利 益 率

2022年9月期

租 税 公 課
そ の 他

3
29

0

利率による
増減

0

総資産平均残高（または自己資本勘定平均残高）

5.61%

総 資 産 経 常 利 益 率

4.94%

-

△ 0受 取 利 息

-

2023年9月期

0
00

- -

0

0
給 水 光 熱 費

△ 0
△ 0

5.14%
4.06%

0

△ 0

支 払 利 息
0受 取 利 息

純増減

支 払 利 息

90

消 耗 品 費

2.82%

-

-

賞 与 引 当 金 繰 入 66

7

合
計

0 △ 0

営業経費の内訳

0

93

営 繕 費

諸 会 費 ・ 寄 付 金 ・ 交 際 費

2

旅 費
通 信 費 1

-

36

2

3

0

経常利益（または中間純利益）×年間日数/中間期中日数

2022年9月期

2022年9月期

純増減
残高による

増減
利率による

増減
残高による

増減

△ 0

0

249

0

586

1

給 料 ・ 手 当

7.13%

2023年9月期

269

47

0

56

6

1

1

国内
業務

国際
業務

22

合 計

49

△ 0

自 己 資 本 当 期 純 利 益 率

0

利益率

-

△ 0

-

0

8.11%自 己 資 本 経 常 利 益 率

支 払 利 息

-

土 地 建 物 機 械 賃 借 料

34

減 価 償 却 費
21

0

3.56%

0

23

1

×100

△ 0

科目

福 利 厚 生 費
出 向 者 退 職 金 負 担 額
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  自己資本の充実の状況（国内基準） 

（単位：百万円、％）

（注） 1.

2. 信用リスクの計測手法は標準的手法を採用しております。
3. オペレーショナル・リスクの計測手法について、2022年9月期は粗利益配分手法、2023年9月期は基礎的手法を採用しております。
4. マーケット・リスク相当額不算入の特例を適用しております。

-

-

-

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のう
ち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

（イ）
コア資本に係る調整項目　　　　（２）

9,443

-

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のう
ち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の
合計額

うち、のれんに係るものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
（ロ）

うち、自己株式の額（△）
うち、社外流出予定額（△）

うち、資本金及び資本剰余金の額
4,451

-

-

-

-

-

-

うち、利益剰余金の額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

リスク・アセット等　　 　 　（３）
信用リスク・アセットの額の合計額

自己資本
（ハ）

-

-

-

-
-

うち、上記以外に該当するものの額
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額

リスク・アセット等の額の合計額

自己資本の額（（イ）－（ロ））

-

-

-

-
-

オペレーショナル・リスク相当額調整額
（ニ）

自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

-
-

768

うち、他の金融機関等向けのエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

うち、適格引当金コア資本算入額

-
3,725

-

-

239.39%

コア資本に係る調整項目の額

-

-

-

項目

コア資本に係る基礎項目　　　　（１）
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額

前払年金費用の額

自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

-

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通株式等の額

特定項目に係る十パーセント基準超過額

8,949

737

-

-

-

-

-

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額

-

240.21%

-

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

-

-

-

-

-

6

-
-

6

-
-
-

-

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額

-

3,176

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

自己資本比率は「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうか
を判断するための基準」（平成18年金融庁告示第19号）に基づき定められた算式に基づき算出しております。

-
2,988

8

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

8

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額

-
3,944

自己資本の構成に関する開示事項

コア資本に係る基礎項目の額

0

8,957

-

-

-

-
-

2022年9月期

9,451
5,000

-

2023年9月期

5,000

-コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

9,451

7

7

-

8,957

-

-

-

-

-

-

-

3,957

1

-
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（単位：百万円）

（注） 1. 個々の所要自己資本の額は切上表示をし、所要自己資本の額の合計は、各所要自己資本の額の合計に対し切上表示を行っております。
2. 所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％
3.オペレーショナル・リスクについて、2022年9月期は粗利益配分手法、2023年9月期は基礎的手法を採用しております。

-                  

-                  

- -
-                  

-

-

-                  

-                  
-

-                  -                  

外国の中央政府及び中央銀行向け

1．　自己資本の充実度に関する事項

我が国の地方公共団体向け

-                  

-                  

-                  

-                  

737              31                30                

リスク・アセット

8                  

127              

うち、上記以外のエクスポージャー

-                  

-                  
うち、再証券化

オペレーショナル・リスク

-

-                  
-                  

国際決済銀行等向け

-                  
-                  

-                  

国際開発銀行向け

-                  

-                  

-                  

2,988            

-
外国の中央政府等以外の公共部門向け

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの
の額

現金

証券化（オリジネーターの場合）

証券化（オリジネーター以外の場合）
-                  

-                  
-                  

-                  

-                  

8                  

-                  -                  

-                  

-                  

415              
-                  

172              

-                  
-                  
-

-                  

金融機関及び第一種金融商品取引業向け

-                  

2023年9月期

-                  

-                  

定量的な開示事項

-

158              

--

-                  -                  

3,176            128              

うち、特定項目のうち調整項目に算入されない部
分に係るエクスポージャー

-                  

-                  -                  -                  

-                  

合 計

-                  -                  

120              

-                  -                  

うち、重要な出資のエクスポージャー

-                  

168              

-                  

うち、再証券化

6                  

-                  

3,725            

-                  

-                  

7                  

-                  

6                  

10                

-                  

-                  

-                  

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段のう
ち対象普通株式等に該当するもの以外のものに
係るエクスポージャー

-                  
出資等 -                  

-                  

複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、
個々の資産の把握が困難な資産

-                  

-                  

137              

1                  

うち、出資等のエクスポージャー

1                  

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクス
ポージャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額
に算入されなかったものの額

-                  

信用保証協会等による保証付

-                  

上記以外

-                  

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付

取立未済手形

-                  

-                  

-                  
法人等向け

-                  

地方公共団体金融機構向け

-                  

427              
地方三公社向け

177              

-                  
-                  

-                  

-                  

-                  

18                

-                  

中小企業等向け及び個人向け

-                  

-                  
-                  

-                  

我が国の政府関係機関向け

-                  

-                  

-                  
7                  

-                  

三月以上延滞等
-                  -                  

7                  

-                  
-                  

174              

-                  

-                  

-                  
我が国の中央政府及び中央銀行向け

-                  

-                  
17                

所要自己資本の額

-                  -                  

-                  

所要自己資本の額リスク・アセット

768              
標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクス
ポージャ―

2022年9月期

-

-                  
-                  -                  

抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け

3,944            150              

-                  
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（1） 信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高（地域別・業種別・残存期間別）
（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注） 1. 信託財産から収受する信託報酬等に係る資産（未収収益、未収入金）は、業種別の「その他」に含めております。
2. 期間の判別のできないものは、「期間の定めのないもの」に含めております。

（2） 三月以上延滞エクスポージャーの残高又はデフォルトしたエクスポージャーの期末残高
該当事項はありません。

（3） 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の残高及び期中の増減額
貸倒引当金を計上しているエクスポージャ―はありません。

（4） 業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額
該当事項はありません。

合 計

1 年 超 3 年 以 下

-

-
-

10 年 超

-

-

11,154
-

-

-

-

期 間 の 定 め の な い も の

金銭の
信託

5 年 超 7 年 以 下

金 融 ・ 保 険 業

-

1 年 超 3 年 以 下

国 内

-

有価証券

-

国 外

9,728
合 計

合 計

9
- 33711,153

そ の 他

5 年 超 7 年 以 下 -

2．　信用リスクに関する事項

合計有価証券

業
種
別

- -

345

9,724

11,499

地
域
別

-

-

250- -

期 間 の 定 め の な い も の

223

-

-

384

-

250
10,112

-

9,728
-

-

158
-
-

-

-
-

7 年 超 10 年 以 下
- -

3 年 超 5 年 以 下

384

-

-
9,887

10 年 超
-

- -
-

-残
存
期
間
別

-

- 1
1 年 以 下 -

-

1
223

98

-

-

-
13

374 10,099

-

-

3

10,112

- 10,112

国 ・ 地 方 公 共 団 体
そ の 他

9,728

35
9,728 -

その他

-

-

200

-

-

- - 143

-

35

384

-

-

-
0

- -

- -

11,154

2023年9月期

現金
預け金

-

合計

- 10

2022年9月期

金銭の
信託

345 11,499
-

その他

11,490

現金
預け金

-

国 ・ 地 方 公 共 団 体 35

-

-
-

11,154 11,499
11,229

国 内

9,826

11,154

0 - -

金 融 ・ 保 険 業
345

- 35-
-

-

75-

-

--

-

0

7 年 超 10 年 以 下

11,297
-

3 年 超 5 年 以 下

1 年 以 下 200

-

234

-
-

-

9,728

合 計

残
存
期
間
別

業
種
別

11,154

-
-

-

合 計

地
域
別

合 計

国 外
-

234

8
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（5） リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャ―
（単位：百万円）

（注） 1.

2.

IRRBB１：金利リスク （単位：百万円）

 （注） 金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額を生じる資産・負債・オフバランス取引はありません。

外部格付けを
参照するもの

外部格付けを
参照するもの

2022年9月期 2023年9月期

7,782            
-

-

-

9,443

-

-100%
-

5

183              
-

-
-

2023年9月期

-

-

短期金利上昇

⊿NII

4

-

1250%

-

2,079            

-
-

-

-
2,079            

リスク・ウェイト区分（％）

-

-
-

-
6

150%

-

67                -

11,499          

⊿EVE

- -

50                

-
182              

-

9,129            

-

-

75%

-

-

短期金利低下
7

-

2
3

上方パラレルシフト

-

10,112          

-

2,079            
その他
合 計

- -
-

-

-

円建ての日本国向けエクスポージャ―等の「外部格付けによらずリスク・ウェイトが定められているエクスポージャ―」については、「外部格付
けを参照するもの」の区分に含めておりません。

-

8

20%
35%

8,949

1

50%

中央政府および中央銀行等の公共部門、金融機関及び第一種金融商品取引業者向けエクスポージャ―については、所在する国の格付
けのリスク・ウェイトにより区分しております。

2022年9月期 2023年9月期

-

-
-

-

スティープ化
下方パラレルシフト

3．　金利リスクに関する事項

0%

2,135            

2022年9月期

2,135            

-

-

自己資本の額

フラット化

250%

-

最大値

2022年9月期 2023年9月期

10%
2,135            

-
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  索引（法定開示項目一覧） 

Ⅰ 業務および財産の状況に関する事項（銀行法施行規則第19条の2）

1. 銀行の概況及び組織に関する次に掲げる事項
イ 経営の組織

各株主の持株数

発行済株式の総数に占める各株主の持株数の割合
ハ 取締役及び監査役の氏名及び役職名
二 会計参与の氏名又は名称
ホ 会計監査人の氏名又は名称
ヘ 営業所の名称及び所在地
ト 当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者に関する事項
チ

2. 銀行の主要な業務の内容 （信託業務の内容を含む。）

3. 銀行の主要な業務に関する事項として次に掲げるもの
イ 直近の中間事業年度における事業の概況

経常収益

経常利益又は経常損失

資本金及び発行済株式の総数

純資産額

総資産額

預金残高

貸出金残高

有価証券残高

単体自己資本比率

配当性向

従業員数

信託報酬

信託勘定貸出金残高

信託勘定有価証券残高

信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等残高

信託財産額
ハ 直近の2中間事業年度における業務の状況を示す指標

主要な業務の状況を示す指標

総資産経常利益率及び資本経常利益率

総資産中間純利益率及び資本中間純利益率

預金に関する指標

貸出金等に関する指標

4

4

該当なし

(1) 国内業務部門及び国際業務部門の区分ごとの流動
性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の
平均残高

-

(6)

(7)

4

-

信託勘定暗号資産残高及び履行保証暗号資産残
高

該当なし

(5)

-

外国における法第2条第14項各号に掲げる行為の受託
者に関する事項

4

中間純利益若しくは中間純損失又は当期純利益若
しくは当期純損失

(10)

(11)

(3)

4(2)

4

10

4

(1)

4

-

11

4

3-4

11

-

掲載
ページ

(8)

(9)

(4)

表紙裏

-

(4) 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの
受取利息及び支払利息の増減

該当なし

(19)

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの
資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残
高、利息、利回り及び資金利鞘

(2) 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの資
金運用収支、役務取引等収支、特定取引収支及び
その他業務収支

4

11

該当なし

該当なし

(3)

(5)

(16)

ロ

持株数の多い順に10以上の株主に関する次に掲げる事
項

(2)

表紙裏

表紙裏

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの手
形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均
残高

固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその
他の区分ごとの定期預金の残存期間別の残高

(1)

(3)

4

(1)

10

ロ

-

項目

(1)

(6)

(12)

(13)

(14)

(15)

氏名(株主が法人その他の団体である場合には、そ
の名称)

該当なし

業務粗利益、業務粗利益率、業務純益、実質業務
純益、コア業務純益及びコア業務純益（投資信託解
約損益を除く。）

(2)

直近の3中間事業年度及び2事業年度における主要な業
務の状況を示す指標として次に掲げる事項

4

10

-

該当なし

-

該当なし信託勘定電子決済手段残高及び履行保証電子決
済手段残高

(17)

(18) 該当なし

有価証券に関する指標

信託業務に関する指標

信託財産残高表 (注記事項を含む。)

信託期間別の金銭信託及び貸付信託の元本残高

金銭信託等に係る貸出金の契約期間別の残高

電子決済手段の種類別の残高

暗号資産の種類別の残高

4. 銀行の業務の運営に関する次に掲げる事項
イ リスク管理の体制
ロ 法令遵守の体制

二 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める事項

該当なし

掲載
ページ

(3)

(4)

(5)

(12)

該当なし

該当なし

(2)

該当なし

商品有価証券の種類別 (商品国債、商品地方債、
商品政府保証債及びその他の商品有価証券の区
分をいう。) の平均残高

(7)

業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割
合

該当なし

固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残存
期間別の残高

9

使途別 (設備資金及び運転資金の区分をいう。) の
貸出金残高

8

該当なし

有価証券の種類別 (国債、地方債、短期社債、社
債、株式、外国債券及び外国株式その他の証券の
区分をいう。) の残存期間別の残高

国内業務部門及び国際業務部門の区分ごとの有価
証券の種類別 (国債、地方債、短期社債、社債、株
式、外国債券及び外国株式その他の証券の区分を
いう。) の平均残高

(1)

該当なし

項目

(11)

-

8

担保の種類別 (有価証券、債権、商品、不動産、保
証及び信用の区分をいう。) の金銭信託等に係る貸
出金残高

(8)

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの預
貸率の期末値及び期中平均値

8

(1)

(10)

元本補填契約のある信託 (信託財産の運用のため
再信託された信託を含む。) の種類別の受託残高

-

(3) 担保の種類別 (有価証券、債権、商品、不動産、保
証及び信用の区分をいう。) の貸出金残高及び支
払承諾見返額

(9)

(3)

該当なし

該当なし

業種別の金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出
金の総額に占める割合

該当なし

8

該当なし

(2)

9

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組
の状況

9

-

金銭信託等に係る有価証券の種類別 (国債、地方
債、短期社債、社債及び株式その他の証券の区分
をいう。) の残高

9

(2)

(4)

特定海外債権残高の5パーセント以上を占める国別
の残高

(13) 該当なし

(14) 該当なし

(1)

(4)

(5)

中小企業等に対する貸出金残高及び貸出金の総
額に占める割合

金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付
信託 (以下「金銭信託等」という。) の受託残高

中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残
高及び貸出金の総額に占める割合

使途別 (設備資金及び運転資金の区分をいう。) の
金銭信託等に係る貸出金残高

金銭信託等の種類別の貸出金及び有価証券の区
分ごとの運用残高

該当なし

(7)

(6) 金銭信託等に係る貸出金の科目別 (証書貸付、手
形貸付及び割引手形の区分をいう。) の残高

9

8

指定紛争解決機関が存在する場合　当該銀行が法
第12条の3第1項第1号に定める手続実施基本契
約を締結する措置を講ずる当該手続実施基本契約
の相手方である指定紛争解決機関の商号又は名称

8

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの預
証率の期末値及び期中平均値

(8)

(6)

ハ 2
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Ⅱ 自己資本の充実の状況（平成26年金融庁告示第7号）

1.
2. 定性的な開示事項

自己資本調達手段の概要
銀行の自己資本の充実度に関する評価方法の概要
信用リスクに関する事項

証券化エクスポージャーに関する事項
マーケット・リスクに関する事項
オペレーショナル・リスクに関する事項

金利リスクに関する事項

-(8)

(10)

(9)

(7)

-

信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手
続の概要

-

掲載
ページ

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリ
スクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

12

(6)

(1)

-(5)

-

自己資本の構成に関する開示事項

(4)
-

項目

-

-
-

出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管
理の方針及び手続の概要

-(2)
(3)

3. 定量的な開示事項
自己資本の充実度に関する事項

信用リスク削減手法に関する事項

証券化エクスポージャーに関する事項
マーケット・リスクに関する事項

15

(8) 該当なし
該当なし

信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクス
ポージャーの額

掲載
ページ

該当なし
派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリ
スクに関する事項

金利リスクに関する事項(9)

(6)
(5)

信用リスク（信用リスク・アセットのみなし計算が適用さ
れるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを
除く。）に関する事項

項目

出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

該当なし(4)

13

(3)

(1)
(2)

14-15

(7)

該当なし
該当なし

Ⅲ  資産の査定に関する事項（金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則第6条）

1.
2.
3.
4.

掲載
ページ

正常債権 該当なし
要管理債権 該当なし
危険債権 該当なし
破産更生債権及びこれらに準ずる債権

項目

該当なし

有価証券
金銭の信託
第13条の3第1項第5号イからホまでに掲げる取引
電子決済手段
暗号資産

ト 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
チ 貸出金償却の額

6. 報酬等に関する事項であって、銀行の業務の運営又は財
産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別
に定めるもの

該当なし

法第20条第1項の規定により作成した書面（同条第3項
の規定により作成された電磁的記録を含む。）について会
社法第396条第1項による会計監査人の監査を受けてい
る場合にはその旨

リ

銀行が中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株
主資本等変動計算書について金融商品取引法第193条
の2の規定に基づき公認会計士又は監査法人の監査証
明を受けている場合にはその旨

ヌ

次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価
及び評価損益

該当なし

単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けてい
る場合にはその旨

ル

(4) 該当なし
(5) 該当なし

(2)

-

該当なし

(3)

へ

-

(1)

該当なし7. 中間事業年度の末日において、当該銀行が将来にわたって
事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況その他当該銀行の経営に重要な影響を
及ぼす事象

該当なし

項目
掲載

ページ

該当なし
該当なし

該当なし

イ

ロ

破綻更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

3カ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
正常債権

該当なし

5.

(4)

自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定め
る事項

ハ 元本補填契約のある信託 （信託財産の運用のため再信
託された信託を含む。） に係る債権のうち破綻先債権、
延滞債権、3カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権
に該当するものの額並びにその合計額

該当なし

該当なし

(1)

(3)

掲載
ページ

(2)

該当なし
該当なし

(5)

銀行法、金融再生法に基づく開示債権のうち、次に掲げ
るものの額及び（1）～（4）の合計額

(2)

流動性に係る経営の健全性の状況について金融庁長官
が別に定める事項

ホ

中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本
等変動計算書

指定紛争解決機関が存在しない場合　当該銀行の
法第12条の3第1項第2号に定める苦情処理措置
及び紛争解決措置の内容

海外営業拠
点をもたな
いため掲載

なし

12-15

項目

銀行の直近の2中間事業年度における財産の状況に関する
次に掲げる事項

該当なし

該当なし

ニ

5-6
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